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研究要旨  

国際比較：本邦における診療と海外における診療の相違が見いだされ、日本の事情に合わせ最適化し

たものであるか、国際基準から外れており今後修正が必要なものかを評価する必要がある。 

CKD 対策支援データベース構築：研究班ホームページに CKD診療や CKD対策の立案に資するＣＫＤ対

策支援データベースを構築し、各エリアの a）普及・啓発の取り組み(visual abstract)、b）診療連

携体制構築の取り組み(visual abstract)、c）腎臓専門医と腎臓病療養指導士数の推移、d）新規透

析導入患者数（人口当たり・年齢調整）の性別・世代別年次推移のデータを収納した。さらに、透

析導入率に関連する要因についても解析を行い、論文として公表された。 

CKD 患者数推定：「慢性腎臓病（CKD）を早期に発見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継

続することにより、CKD重症化予防を徹底するために、わが国における CKD患者数を把握し、CKD患

者数に影響を与える因子を解明することは CKD対策としても重要である。2005 年に 11都道府県の健

診データ等を参考にわが国の CKD 患者は 1330 万人と推定されている。しかし、本調査は全都道府県

からのデータを抽出したものではなく、またデータベースにも偏りがある。そこで、全都道府県か

らのデータを抽出するとともに、CKD患者数に影響を与える因子を解明することとした。 

標準治療の有効性の評価：ＣＫＤ診療ガイドライン 2018 に取り上げられた推奨の内、Ｊ－ＣＫＤ－

ＤＢによって遵守状態および CKD 進展について解析が行える８つの標準治療について、遵守率と CKD

進展アウトカムに関する検討に着手した。 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研

究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、

そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本

全国 47都道府県を網羅するネットワークと連携

し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD対

策の社会実装を推進する。具体的には各都道府
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県における CKD対策を経年的にプロセス・アウ

トカム評価し、改善点を検討して PDCAサイクル

を回し、また CKD診療連携体制の好事例（定点

観測地域など）を積極的に横展開することで、

全国レベルでの CKD対策を推進することを目的

とする。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

特に研究開発の柱では、 

CKD対策支援のために、CKD患者数の概算（1,329万

人）の見直しを行う。また各エリアの取り組み（腎

臓専門医や連携協力医、腎臓病療養指導士の所在）

や成果（新規透析導入患者数）の年次推移をデー

タベースとして年度ごとに公開する。またAMED研

究班と連携し、J-CKD-DBを用いて、相加・相乗作

用のある標準治療の組み合わせを創出する。 

 

 

Ｂ．研究方法 

１）国際比較：海外諸国における腎臓病の研究お

よび臨床に関する情報収集を行い、本邦との比較

を行う。 

 

２）CKD対策支援データベース構築：CKD対策支援

のために、日本透析医学会が公表している統計調

査データならびに政府統計を用いて、①都道府県

別に男女別・年齢階級別・透析導入率の年次推移

を明らかにし、②都道府県別・透析導入率に影響

する要因についても解析を行った。さらに、③原

疾患別に透析導入率の経年変化を明らかにし、④

透析導入率に対する出生年の影響についても解

析を行った。 

 

３）CKD 患者数の実態調査 

わが国の CKD 有病者数を調査する方法として、

特定健診データ、各地のコホート研究、NDB デー

タなど、どのデータを用いるのが適切か検討した。 

CKD 有病割合の推定について、集団の特性によ

って推定値が影響を受けるため、就労世代の健保

データ、高齢世代を中心とした自治体国保データ

の両者の分析を行う。また、健診受診者、医療機

関受診者の結果を一般集団に外挿する際にはサ

ンプリングバイアスの影響を考慮する必要があ

るため健診受診（医療機関受診）確率を推定し、

受診確率によって重みづけした CKD有病割合推定

を行う。 

 

４）CKD 患者数に影響を与える因子の解明 

わが国の CKD患者数は、高齢化や糖尿病など生

活習慣病の影響で増加していることが予想され

る。しかしながら、それらの要因の影響は地域に

よって差があることが予想される。わが国の CKD

対策の均霑化のためにも、CKD 患者数に影響を与

える因子を解明することは重要である。そこで、

大阪府内での生活習慣病罹患率と CKD罹患率の関

連を検討することとした。また、上記の CKD患者

数の実態調査において、CKD 患者数に影響を与え

る因子を解明する方法についても検討した。 

個人レベルでの CKDリスク因子に関する検討も

行う。健診で取得される古典的なリスク因子に加

えて社会経済因子等の検討も行う。 

 

５）AMED 研究班と連携し、J-CKD-DBを用いて、相

加・相乗作用のある標準治療の組み合わせを創出

する。 

 

（倫理面への配慮） 

本解析は、個人情報を含まない公表されている

集計数字を用いた解析であり、人を対象とする生

命科学・医学系研究に関する倫理指針（文部科学

省・厚生労働省・経済産業省、令和 3 年 3 月 23

日、令和 4 年 3 月 10 日一部改正、令和 5 年 3 月

27日一部改正）の適用外である。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１）国際比較：本邦における診療と海外における

診療の相違が見いだされた。 

 

２）CKD対策支援データベース構築： 

①都道府県別に男女別・年齢階級別・透析導入率

の 2006 年から 2020 年までの年次推移を計算し、

その結果は当研究班のホームページ上に公開さ

れた。都道府県により、透析導入率は異なってい

た。 

②年齢を調整した標準化透析導入率は、全国平均

を 100%とすると男性は 72%から 124%、女性は 69%

から 141%と、都道府県により大きく異なっていた。

この都道府県により異なる標準化透析導入率は、

男女とも特定健診受診者における肥満・過体重

（Body mass index (BMI）が 25以上)の割合と有

意な関連を示し、女性では尿蛋白陽性割合とも有

意な関連を示していた。このモデルの決定係数は

男性 26%、女性 28%であった。 

③2006 年から 2020 年までの透析導入率を、その

原因となった疾患別に検討したところ、年齢調整

透析導入率は、慢性糸球体腎炎、及び、糖尿病性

腎症では低下していた。一方、腎硬化症は増加し

ていた。男性では、全年齢階級（20-39歳、40-59

歳、60-74 歳、75-84 歳、85 歳以上）で腎硬化症

による透析導入率は増加していた。 

④年齢・時代・世代の影響に分けて評価する Age-

Period-Cohort 分析で、生まれた年（世代）と透

析導入率の関連を検討したところ、男女とも透析

導入率は世代により異なり、加齢や時代の影響と
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は別に、透析導入率は男性 1940-60年代頃、女性

1930-40 年代頃生まれでピークとなった。透析導

入率が最も高かったのは、男性 1967-71年、女性

1937-41 年生まれであった。 

 
 

 
 

 
 

 
 

３）CKD 患者数の実態調査 

2005 年の CKD 患者数の調査では特定健診デー

タ、各地のコホート研究データが用いられている。

本調査においても、上記データを用いて、年次的

な推移などを調査することも検討したが、地域に

偏りがあることや、会社の健診データを使用する

ことは個人情報保護の観点から利用が難しいこ

ともあり、NDB データを用いた解析を行うことと

した。NDB データを用いた解析では全患者データ

による解析と部分抽出データによる解析を並行

して行うこととした。 

 全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国

保データでの CKD有病割合推定アルゴリズムを設

計した。 

 

４）CKD患者数に影響を与える因子の解明 

上記の NDBデータを用いた解析では糖尿病や高

血圧など生活習慣病に関連するデータも抽出し、

CKD 患者数に影響を与える因子を解明することと

した。 

また、大阪府において、 

 
糖尿病、高血圧、脂質異常症、腎不全の入院外医

療費、脳血管疾患、心疾患の入院医療費、および

平均寿命の調査を行ったところ、図のように地域

の差が認められた。 

 

５）標準治療の遵守率と CKD進展抑制効果 

本年度は J-CKD-DBにて解析可能な、以下の８

つの標準治療指標について、遵守率と以下の CKD

進展アウトカムとの関連性についての検討を開

始した。 

治療指標： 

1)高カリウム血症の管理 

群分け方法：カリウム値 5.4以下、5.4＜の 2群 

2)アシドーシスの管理 

群分け方法：血清 Na－血清 Cl＝36＞、36 以上の

2群 

3)RAS阻害薬投与の有無 

群分け方法：RAS 阻害薬投与有り、投与無しの 2

群 

4)Caの管理 

群分け方法：Ca目標値(施設正常値)達成、未達成

の 2群 

5)Piの管理 

群分け方法： Pの目標値(施設正常値)達成、未達

成の 2群 

6)高尿酸血症の管理 

群分け方法：尿酸値＝7.0＞、7.0以上の 2群 

7)コレステロールの管理 
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群分け方法：LDL値＝120＞、120以上の 2群 

8)貧血の管理 

群分け方法：貧血群（ヘモグロビン値 11以下）と

正常群（ヘモグロビン値>11）の 2群 

 

CKD 進展アウトカム指標： 

1)eGFR<15ml/min/1.73m2新規発生 

2)30％以上 eGFR 低下 

 

 

Ｄ．考察 

国際比較：本邦において行われている診療が、

日本の事情に合わせ最適化したものであるか、

国際基準から外れており今後修正が必要なもの

かを評価する必要がある。 

 

CKD 対策支援データベース構築：本研究から、①

都道府県により、透析導入率は異なること、②そ

の要因として、肥満・過体重と尿蛋白陽性の関与

が示唆された。特定健診を活用し、肥満・過体重

の予防や介入、あるいは尿蛋白陽性者の検出等を

行うことで、都道府県により異なる透析導入率の

差を小さくできる可能性がある。 

そして、③透析導入の原疾患のうち、腎硬化症

が年齢を調整しても増加していたことは、その増

加は人口高齢化だけではないということを示し

ている。特に男性では、全年齢階級（20-39 歳、

40-59歳、60-74歳、75-84 歳、85歳以上）で腎硬

化症による透析導入率が増加しており、その対策

が急務である。 

さらに、④男性 1940-60 年代頃、女性 1930-40

年代頃生まれは、年齢や時代の影響とは別に、透

析導入率が高いことが明らかになった。特に、特

に男性では 1967-71年生まれで最も高い透析導入

率を示したことは、注目すべき所見である。なぜ

これらの世代で透析導入率が高いのか、その理由

は明らかではないが、1967-71 年生まれは 52-56

歳（2023年時点）に相当し、働き盛りの年代であ

ることから、積極的な腎臓検診の受診勧奨が必要

と思われた。 

 

CKD 患者数推定：NDB データを用いた CKD 患者数

の実態調査を行うことにより、正確な CKD 患者数

が把握できるとともに、CKD 患者数に影響を与え

る生活習慣病などの因子が解明できると考えら

れる。 

 

 

Ｅ．結論 

国際比較：今後、日本の診療を、国際標準と照ら

し合わせ、きちんと評価していく必要がある。 

 

CKD 対策支援データベース構築：新規透析導入患

者数は腎疾患対策検討会報告書で設定された全

体目標として 10％減（＜35000人/年）が求められ

ている。日本全体での増加率は漸減し、2020年度

は 3.5％の微増であった。女性では全世代で、男

性でも 75 歳未満の世代では減少～横這いが達成

されている一方、75歳以上の男性では増加となっ

ていた。都道府県間の格差が認められ、格差の大

きなエリア間の比較を通して問題点・改善ポイン

トを明らかにする必要がある。 

都道府県により透析導入率は異なるが、特定健

診を活用し、肥満・過体重や尿蛋白陽性といった

関連する要因に対応することで、その差を小さく

できる可能性がある。さらに、腎硬化症への対策

や、透析導入率の高い世代に対する積極的な腎臓

検診の受診勧奨等を行うことで、透析導入患者数

減少へ繋がることが期待される。 

 

CKD患者数推定：CKD患者の早期発見、早期治療お

よび重症化対策のためには、CKD の実態調査およ

び影響を与える因子の解明が重要である。 

 

 

F. 健康危機情報 

なし 

 

 

Ｇ．研究発表 
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